
 
障害者グループホーム等に対する 

自動火災報知設備設置基準の一部改正について 

 

 
 
 
 
 
 

 

１ 障害者グループホーム等における自動火災報知設備の設置基準について 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

これまで本市では、共同住宅や障害者グループホーム等に対して、横浜市火災予防条例

で自動火災報知設備の設置基準を強化し、より高い防火安全対策を講じてまいりました。

今般、消防法施行令の改正（平成 21 年４月 1 日施行予定）により、障害者グループホー

ム等の用途分類が社会福祉施設として明確化されたことから、法令改正後にも従前同様な

防火安全対策を講じていくため、自動火災報知設備の設置基準に関して、横浜市火災予防

条例の一部改正を行います。 

＜防火対象物の用途＞ ＜用途分類＞ 200～300㎡ 300～500㎡ 500㎡以上

＜防火対象物の用途＞ ＜用途分類＞ 200～300㎡ 300～500㎡ 500㎡以上

６項ロ

６項ハ 設置義務なし

自火報設置
（現行令21条1項4号）

自火報設置　（改正令21条1項1号）　※面積に関わらず全て

自火報設置　（改正令21条1項3号）

改正法令
施行後

現　行 木造200㎡以上のものに
自火報設置（条例51条）

５項ロ

グループ
ホーム等

障害程度が重い

上記以外

共同住宅・寄宿舎

グループホーム
等

木造で２００㎡以上のグループホームにも、
条例で自動火災報知設備を設置してきた。

 

改正法令施行後、「６項ハ」に該当する障害者グループホーム等については、 

 

法令では 300 ㎡以上の「６項ハ」に自動火災報知設備の設置義務があるが、 

 

これまで条例により自動火災報知設備の設置対象としていた 

 

「木造で 200 ㎡以上 300 ㎡未満」のものについて、 

 

自動火災報知設備の設置義務や点検義務が無くなる。 
 

 

自動火災報知設備が設置されていない場合や設置されていても点検が行われて

いないため有効に機能しない場合は、火災発生時の安全確保に問題が生じます。 

 
 
２ 横浜市火災予防条例の一部改正(案)の内容 
 

①  「６項ハ」に該当する障害者グループホーム等のうち、木造で 200 ㎡以上のものに

関する自動火災報知設備の設置規定を追加します。 

 また、「６項ハ」の防火対象物のうち、障害者グループホーム等と同様の入所施設

で、木造の「児童養護施設」・「児童自立支援施設」（以下、「児童養護施設等」）につ

いても、この規定を適用します。 

②  施行日は、改正消防法施行令の施行時期に合わせて平成 21 年 4 月 1 日とします。 

 なお、既存の施設で新たに自動火災報知設備の設置が必要となるものについては、

改正法令に準じて３年間の猶予期間を設定します。 

 

３ 既存施設への影響 

既存の障害者グループホーム等（402施設）や児童養護施設等（９施設）のうち、この

条例の対象となるもので、既に設置済みの自動火災報知設備の点検･維持が引き続いて行

われることになるものが26施設存在し、新たに自動火災報知設備の設置義務が生じるもの

が２施設存在します。 
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平成 20 年 12 月 9 日 
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＜参考＞　既存施設の自動火災報知設備の設置の要否について

改正条例 改正条例 消防法施行令

６項ハ
200㎡未満

６項ハ
木造以外

200～300㎡

６項ハ
木造

200～300㎡

６項ハ
300㎡以上

６項ロ
６項ハ

200㎡未満

６項ハ
木造以外

200～300㎡

６項ハ
木造

200～300㎡

６項ハ
300㎡以上

１６９施設 ３１施設 ２７施設 ７９施設 ９６施設 － － 1施設 ８施設

設置済み：２６施設　未設置：１施設 未設置

住宅用火災警報器設置対象

①　障害者グループホーム等　【４０２施設】 ②　児童養護施設等　　【９施設】

設置を要するもの
設置を要しないもの

設置を要するもの
設置を要しないもの

消防法施行令

条例改正による効果
既存

対象数
施設内訳 備　　考

既に設置済みの自動火災報知
設備について、引き続き、点検・
報告の義務が課せられるもの

26施設
障害者グループホーム

（全て）

　従前から５項ロの防火対象物として取り扱ってお
り、現行条例で自動火災報知設備の設置対象と
なっていたもの

障害者グループホーム
（１施設）

　従前は長屋住宅だったものをグループホームとして
改造したものであり、５項ロの防火対象物ではなかっ
たため、自動火災報知設備の設置対象となってい
なかったもの

児童自立支援施設
（１施設）

　従前は６項ロの防火対象物として取り扱っており、
３００㎡未満であったため自動火災報知設備の設
置対象となっていなかったもの

　　　　　　　　　        　（注）　３年間の猶予期間を設ける。

新たに自動火災報知設備の
設置が必要となるもの （注）

２施設


